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第1節はじめに
　監査基準・第三実施基準一3によれば、監査人は、監査意見を形成する基礎を得るために、十分
かつ適切な監査証拠を入手しなければならない。監査証拠とは、監査人が監査意見を形成するため
の基礎を得る目的で入手するすべての情報をいい、監査要点を立証するための事実、文書、財貨、
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およびその他の情報を総称したものである。
　ところで、監査の実施過程における監査人の業務は、監査証拠の入手と評価に集約される。監査
証拠の入手とは、監査対象に監査手続を適用して、監査要点を立証するための証拠を収集すること
をいい、監査証拠の評価とは、入手した監査証拠の量と質が監査要点の立証に十分かつ適切かどう
かを決定することをいう。監査証拠の量とは、監査要点の立証に必要な監査証拠の量的十分性のこ
とである。監査証拠の質とは、監査要点の立証に必要な監査証拠の適切性のことであり、これは監
査要点への適合性と証明力に分けられる。
　監査人は監査の実施過程のほとんどをこの監査証拠の入手とその評価に費やすが、監査人が入手
する監査証拠の意義ないしは性格を考えた場合、①財務諸表項目の監査において求められる監査証
拠、②会計上の見積りの監査において求められる監査証拠、そして③取引記録の監査において求め
られる監査証拠の3つの監査証拠は、それぞれその性格が異なるのではないかと思われる。監査証
拠を入手する目的は、①と②ではいずれも監査対象項目のGAAPへの準拠性の立証であるが、①は
財務諸表項目の確定計上を前提とした場合の監査証拠であり、②は経営者によって概算計上された
会計上の見積りの監査を行う場合の監査証拠である点で異なる。その結果、①と②の監査局面に
あっては、監査人はいずれにおいても十分かつ適切な監査証拠を入手し評価しようと努めるが、財
務諸表項目の確定計上と概算計上の監査という監査対象自体の相違から、①と②とでは監査証拠の
入手過程が異なり、その結果監査証拠の証拠としての意義ないしは性格も異なるのではないかと考
えられる。また③の監査は、被監査会社の内部統制の有効性を評価する目的で行われるもので、監
査証拠の入手・評価は内部統制の有効性評価のための一過程に過ぎないものである。つまり、③の
監査における監査証拠は、①と②とは異なって監査対象項目のGAAP準拠性の立証にとどまるの
ではなく、その立証をふまえたうえで内部統制の有効性の評価への役立ちが求められるのである。
　本稿は、以上の3つの監査局面において、監査証拠がそれぞれの監査目的や監査対象の相違によっ
てどのように立証内容や立証過程が異なるのかについて検討しようとするものである。
第2節　監査証拠の意義
　監査基準は、「監査人は、自己の意見を形成するに足る基礎を得るために、経営者が提示する財務
諸表項目に対して、実在性、網羅性、権利と義務の帰属、評価の妥当性、期間配分の適切性及び表
示の妥当性等の監査要点を設定し、これらに適合した十分かつ適切な監査証拠を入手しなければな
らない。」（監査基準・第三実施基ig－　3）として、監査人に、監査意見形成のための基礎を得ると
いう目的のために、監査要点に適合した十分かつ適切な監査証拠の入手を求めている。監査証拠
（audit　evidence）とは、この監査要点を立証するために監査人が入手する事実、文書、財貨、および
その他の情報を総称したものである（AICPA〔2011〕AU　Section　326．02）。また、2011年12月に公
表された監査基準委員会報告書500「監査証拠」によれば、「監査人が意見表明の基礎となる個々の
結論を導くために利用する情報をいう。」とされている（監基報500号4号）。
　監査証拠は監査業務の実施過程において非常に重視されるが、その理由は、財務諸表監査が、「財
務諸表は、被監査会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい
る。」という財務諸表に関する最終的な命題を立証するための活動であり、その活動のほとんどが監
査証拠の入手と評価に費やされるからである。
　監査証拠は、監査人が監査の対象となっている帳票や数十種類の勘定科目に対して設定した監査
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要点を立証するために、自らが収集した種々の事実、文書、財貨、およびその他の情報のうち、そ
の立証に活用できたものである。つまり、監査人が立証活動に用いる事実、文書、財貨、またはそ
の他の情報のすべてのものを監査証拠とよぶわけではない。監査人が用いるこれらの資料は証拠資
料（evidential　matters）とよばれ、いわば監査証拠に転化する潜在的能力をもつものである。監査
証拠とは、こうした証拠資料のうち、監査人が監査手続を適用して監査対象としての帳票や勘定科
目を検証した結果、それらが一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（Generally　Accepted
Accounting　Procedures、　GAAP）に準拠して会計処理されていることを立証するのに活用できた資
料をいう。
　かかる監査証拠は、監査要点を立証するために、十分性と適切性という2つの要素を有していな
ければならない。
第3節　十分かつ適切な監査証拠
1．十分かつ適切な監査証拠と虚偽表示のリスク
　監査人は、入手した監査証拠が監査要点を立証するのに十分かつ適切であるかどうかについて、
監査人自身で検討しなければならない。監査人による監査証拠の十分性と適切性の検討を監査証拠
の評価1）という。監査証拠の十分性とは「監査証拠での量的尺度」をいい、これは、評価した重要な
虚偽表示リスクの程度及び監査証拠の質によって影響を受ける。また、監査証拠の適切性とは、「監
査証拠の質的尺度をいう。すなわち、意見表明の基礎となる監査証拠の適合性と照明力をいう。」と
されている（以上、監基報500号4項）。
　監査人は、十分かつ適切な監査証拠の入手に際して、被監査会社の虚偽表示のリスク（したがっ
て監査リスク2）、Audit　Risk，　AR）の程度を考慮する必要がある。その理由は、虚偽表示のリスク
の程度は被監査会社ごとに異なるため、それぞれの被監査会社の虚偽表示のリスクの水準に見合う
十分かつ適切な監査証拠を入手しなければならないからである。虚偽表示のリスクは固有リスク
（Inherent　Risk，IR）と統制リスク（Control　Risk，CR）から構成（したがって重要な虚偽表示のリス
ク、Risk　of　Material　Misstatement，　RMM）されるため、　IRとCRのいずれかまたはその双方が高
ければ、監査リスクを一定の合理的に低い水準に保つためには、発見リスク（Detection　Risk，DR）
の水準を低く抑えることができる証明力の強い監査証拠が必要となる。これを監査手続に置きかえ
て考えてみると、この場合、分析的手続3）のような証明力の弱い監査証拠を入手する監査手続だけ
1）監査人は監査証拠を評価するに際しては「監査人は監査意見を裏付けるために、監査証拠の量及び質、すな
　わち、その十分性と適切性を評価するに当たって、職業的懐疑心を発揮し、職業的専門家として判断する。」（監
査基準委員会〔2006〕14項）とされている。
2）虚偽表示とは、「財務諸表において不正又は誤謬に起因する誤りをいい、開示や注記における誤り及びこれら
の脱漏も含む。」（監査基準委員会〔2008〕付録2　NQ44）ものであり、虚偽表示のリスクはその可能性（リスク）
　を示すものである。一方、監査リスクとは、「監査人が、財務諸表の重要な虚偽の表示を看過して誤った意見を
形成する可能性」（企業会計審議会〔2002〕三3．（2）①）である。したがって、虚偽表示のリスクと監査リス
　クとは同義ではないが、「財務諸表において不正又は誤謬に起因する誤り」という点だけに限定して考えれば両
者は共通している。
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を用いるのは適切ではなく、強い証明力をもつ監査証拠を入手できる実証手続4）を十分に行わなけ
ればならない。逆に、RMMが低ければDRは高くてもよいので、証明力の弱い監査証拠でもよく、
したがって分析的手続のみを実施するだけでよい（以上、監査基準委員会〔2002b〕11項）。
　以上のことは次の【図表1】のように表すことができる。
【図表1】監査リスク、監査証拠、監査手続の相互関係
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　被監査会社の虚偽表示のリスクの程度は、最初は、監査計画の策定段階で評価される。監査計画
の策定5）、したがって必要と考えられる監査手続の種類、その実施時期および実施範囲の決定6）は、
監査人が被監査会社の虚偽表示のリスクの程度を評価し、これに応じた監査証拠の十分性と適切性
3）「分析的手続の実施によって入手する監査証拠は、監査要点に対して監査人が必要とする証明力を有する場合
　もあれば、必要とする証明力を有さない場合もある」（監査基準委員会〔2002b〕11項）が、一般的に分析的手
続によって得られる監査証拠の証明力は、実証手続の場合に比し弱いものである。このため、「分析的手続は、
　その適用対象に重大な矛盾や異常な変動がないかどうかを大局的に検証する手続ではあるが詳細には検証しな
いものである。このため、詳細な実証手続を行うための糸口をさがしだすという役割ももっている。分析的手
続を用いて糸口を発見した場合には、その後は詳細な実証手続を実施して検証するのである。また同時に、分
析的手続は個別的・直接的な監査証拠を入手するものではないため、分析的手続だけで財務諸表に重要な虚偽
の表示がないと結論づけることは危険である。」（長吉〔2007〕p．303）。
4）実証手続とは、「財務諸表項目レベルの重要な虚偽の表示を看過しないために実施され、取引、勘定残高、開
示等に対する詳細テストと分析的実証手続」（監査基準委員会〔2007〕47項）がふくまれる。実証手続は個々の
監査対象の適正性を個別に検証する手続であり、分析的手続のように監査対象の適正性を大局的に検証する手
続ではないため、これにより証明力の強い監査証拠が得られる
5）監査計画とくに詳細な監査計画を策定することは、「監査リスクを合理的に低い水準に抑え、十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、監査チームが実施すべき監査手続、その実施の時期及び範囲を決定することであ
　る。」（監査基準委員会〔2009〕15項）。
6）監査計画を策定するということは、往査場所、往査メンバー、往査目的を具体的に決定すること、つまり、
実施する監査手続の種類、その実施時期および実施範囲を決定することである。したがって、監査計画の策定
はDRの水準に応じて変動することになる。いいかえれば、監査計画の策定はDRの水準の決定を受けて行わ
れる。長吉〔2007〕p．350を参照されたい。
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のおおまかな水準を設定することである。
　虚偽表示のリスクの水準に見合う監査証拠は監査証拠の十分性と適切性として認識され、これら
は次の3点に要約される（監査基準委員会〔2006〕7項）。
2．監査証拠の十分性
　監査人は、監査要点を立証するために、監査手続を用いて、監査要点の立証に対して十分と考え
られる量の監査証拠を入手しなければならない。監査証拠の十分性とは監査証拠のもつ量の問題で
あり、監査要点の立証7）にとって十分なまたは過不足のない量の監査証拠のことである。
　監査証拠の十分性は立証しようとする勘定科目に発生し得る虚偽表示8）のリスクの程度によって
影響を受ける。ある勘定科目に虚偽の表示が発生する可能性が高いか、または発生したときにその重
要性が大きいと思われる場合には、それに応じた十分な量の監査証拠が必要となる。すなわち、比較
的不正や誤謬が発生しやすい現金預金、受取手形、有価証券などの科目については、その不正や誤謬
が発生する可能性や重要性の程度に応じた十分な量の監査証拠が必要である。逆に、ほとんど虚偽表
示のリスクが発生する可能性がないかまたは低い科目には、その程度に応じた十分な監査証拠でよい。
　監査証拠の十分性は、また、監査証拠の質によっても影響を受ける。もし、入手した監査証拠の
質が劣っていれば、それをカバーするためにより多くの監査証拠が必要となる。逆に、入手した監
査証拠の質が高ければ、それに応じて少ない量の監査証拠でよい。
　監査証拠の十分性の評価は、監査計画の策定の段階ではなく、監査手続を適用する過程を通じて
行われる。すなわち、監査証拠を入手するたびに累積した監査証拠の量が監査要点の立証の程度の
十分性と比較され、なお十分でないと判断されれば、十分性を満たすために当該監査要点の立証に
関する別の監査証拠を入手する作業が継続される。
3．監査証拠の適切性
　監査人が入手する監査証拠は、十分な量が必要であるばかりでなく、監査要点の立証にとって適
切でなければならない。監査証拠の適切性とは監査証拠のもつ質の問題である。すなわち、被監査
会社が計上する取引、事象、勘定残高、そして財務諸表の開示に関連する監査要点を立証したり虚
偽の表示を発見したりするために、監査人が入手する監査証拠の質の問題である。
　監査証拠の適切性は、監査要点への適合性と証明力に分けられる。
　①監査要点への適合性
　　　監査証拠は、立証すべき監査要点に適合していなければならない。監査要点に適合していな
7）監査証拠の十分性とは、監査要点の立証にとって十分なまたは過不足のない量の監査証拠のことである。同
様に、監査証拠の適切性も監査要点の立証にとって適切である必要がある。監査基準委員会〔2006〕7項では、
　この「監査要点の立証にとって」が漏れている。これに対して監基報500号4項は、監査証拠の十分性を監査証
拠の量的尺度といい、適切性を監査証拠の質的尺度としている。この定義であれば、十分性と適切性は単に「尺
度、つまり物差し」に過ぎないため、特定の監査要点に結びつけなければならない必要はない。
8）企業会計審議会〔2002〕三3，（2）②項は、固有リスクの発生要因を、①経営環境により影響を受けるものと、
②特定の取引記録および財務諸表項目が本来有するものという2つを示している。これを受けて監査基準委員
会〔2002a〕8項は、①と②の例を示している。本文では、考察の対象を勘定科目に限定しているので、②を取
　り上げている。
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　い証拠資料は、監査証拠に転化し得るものではなく単なる資料にすぎない。たとえば、期末日
　後の売掛金の入金状況を検証することは、期末日における売掛金残高の実在性という監査要点
　には適合するが、売掛金の期間帰属の適切性という監査要点には必ずしも適合しない（監査基
　準委員会〔2006〕8項一部修正）。このため、いくら期末日後の売掛金の入金状況を検証しても、
　売掛金の期間帰属の適切性を立証することにはならない。したがって、この場合の入金状況を
　示す証拠資料は、売掛金の期間帰属の適切性という監査要点については、監査証拠にはなり得
　ないことになる。
　　このように、適切な監査証拠となるための適切性の第1の条件は、収集した証拠資料が立証
　すべき監査要点に適合していることである。
②監査証拠の証明力
　　監査証拠の証明力とは、監査証拠が監査要点を立証する強さの程度である。監査証拠の証明
　力の強弱は、入手した監査証拠の情報源、種類または入手の状況などによって異なるため一律
　に確定できるものではないが、一般的には次のようにいえる（監査基準委員会〔2006〕9項一
　部修正）。
　　●企業から独立している情報源から入手した監査証拠の証明力は、企業から独立していない
　　　情報源から入手した監査証拠の証明力よりも強い。
　　●内部統制が有効に機能している企業から入手した監査証拠の証明力は、内部統制が有効に
　　　機能していない企業から入手した監査証拠の証明力よりも強い。
　　●監査人が直接に入手した監査証拠の証明力は、監査人が間接的または推測によって入手し
　　　た監査証拠の証明力よりも強い。
　　●媒体のいかんを問わず文書化された監査証拠の証明力は、文書化されていない監査証拠の
　　　証明力よりも強い。
　　●原本である監査証拠の証明力は、コピー等の原本ではない監査証拠の証明力よりも強い。
第4節　監査証拠の3つの側面
1．財務諸表項目の監査における監査証拠
（1）財務諸表項目の直接的立証
　財務諸表監査の目的は、企業の作成した財務諸表（財務情報）がGAAPにどの程度準拠している
のかというGAAPへの準拠性の検証である。この場合、監査の対象は企業が公表する財務諸表で
あり、立証すべき監査上の命題は当該財務諸表のGAAPへの準拠性である。このため、この監査の
特徴は財務諸表にふくまれる「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」という性格を有している。こ
うしたことから、この場合の監査（財務諸表項目の監査）においては、財務諸表を構成する各財務
諸表項目のGAAPへの準拠性を直接的に立証する監査証拠を入手して、当該財務諸表項目を立証
すればよい。各財務諸表項目のGAAPへの準拠性を直接的に立証する監査手続9）、とくにその実
在性の検証のために用いられる監査手続は、実査、立会、確認という個別監査手続lo）が中心である。
個別監査手続は、被監査会社から独立している情報源から入手した具体的な事実としての監査証拠
と被監査会社の会計記録とを照合することによって、その会計記録の正しさを検証しようとする監
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査手続である。個別監査手続は外部証拠を入手して会計記録を検証する手続であるため、「記録と
事実の照合」という性格をもち、またこのために適用範囲は狭いが証明力の強い監査証拠を入手す
ることができる。「記録」が被監査会社の会計記録であり、「事実」が外部から入手した監査証拠を
さす。個別監査手続は事実を利用することから、会計記録の存否や当否を直接的に立証することが
できる。このため、貸借対照表科目の財務諸表項目の検証に用いられることが多い。また同じく事
実を用いることからその適用範囲は限られる。このためこの手続を適用するにあたっては、当該監
査の環境や被監査会社の内部統制の状況を考慮して決定する必要がある。
　個別監査手続を適用するには適用の対象が存在していなければならない。適用する対象がない勘
定科目には個別監査手続を適用することはできず、一般監査手続が用いられる。
　この場合、監査人が入手できる監査証拠は、個別監査手続が適用されるか一般監査手続が適用さ
れるかを問わず、財務諸表項目の確定計上を前提とした監査証拠であり、次項で取り上げる会計上
の見積り（accounting　estimates）の監査を行う場合の監査証拠とは異なる。
（2）期末日前後の取引記録の監査
財務諸表監査の目的は、企業の作成した財務諸表がGAAPへ準拠して作成されているか否かの
9）ほとんどの監査論の著作は、監査技術（audit　techniques）と監査手続（audit　procedures）とを理論的に区別
　して説明している。すなわち、監査技術とは監査証拠を入手するために監査人が利用する用具であり、監査手
続とは特定の監査の特定の局面において特定の監査技術を選択・適用した結果であるとしている。
　　たとえば、現金預金の財務諸表項目の監査において、その残高の妥当性という監査要点の検証には、実査・質
　問・証愚突合・帳簿突合・確認・分析的手続などというような選択肢がある。これらはいずれも監査人が利用でき
　る監査技術という用具である。監査技術とは、こういう監査手続実施上の用具であり、現金預金の残高の妥当性
　を検証するためのメニューである。これに対して、監査手続とは、A会社の本社の現金預金の財務諸表項目の監
査という具体的な場合において、たとえば、それは重要性が高いので実査・証葱突合・帳簿突合・確認や分析的
手続も実施すると決定した場合の監査技術の選択の結果である。したがって会社や事業所が異なれば、この組合
わせも異なることになる。たとえばA会社のB事業所の現金預金の期末残高の妥当性の検証に際しては、実査と
いう監査技術と証慧突合という監査技術だけで行うとか、A会社のC事業所の現金預金はきわめて少額であるか
　ら帳簿突合だけでよいとかというように、それぞれの監査局面において適用される監査技術が異なるのである。こ
のように、特定の監査の特定の局面において特定の監査技術を選択した結果を監査手続というのである。
　　ほとんどの監査論書は、監査技術と監査手続とを以上のように区別して説明している。しかし、昭和31年改
　訂の旧監査実施準則はこれを区別せず、「監査手続とは職業的監査人が、財務諸表に対する自己の意見を保証す
　るに足る合理的な基礎を与えるため、証拠を求めて会計記録の正確性または妥当性を確かめること」であると
　し、また平成14年改訂前の旧監査実施準則三は、「監査人が選択・適用すべき監査手続には、実査、立会、確認、
　質問、視察、閲覧、証慧突合、帳簿突合、計算突合、勘定分析、分析的手続等がある。」として、監査手続を広
　く解釈してそのなかに監査技術をふくめていた。ここでは監査手続は監査技術をふくむ包括的な概念であり、
監査業務において監査証拠を収集し必要な監査調書を作成する一切の行為であると考えられている。監査実施
準則、したがって監査基準は一貫してこの立場を踏襲しているものであり、筆者も同意している。理論的・概
念的には、監査技術と監査手続の区別は理解できるが、それを区別したところで理論的にも実務的にも得られ
　るメリットは少なく、却って混乱させるだけである。したがって筆者の立場は、監査基準の見解と同様に、監
査手続とは監査技術をふくむ概念であるとするものである。
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検証であるが、この監査には財務諸表項目の直接的立証だけではなく、期末日前後の一定期間にお
ける取引を検証する取引記録の監査（Test　of（Recorded）Transactions，　TOT）もふくまれる。こ
こで行われるTOTは財務諸表項目の監査の一環であるが、これが財務諸表項目の監査の一環とし
て行われるのは次の理由による。
　実査、立会、確認という個別監査手続は、監査対象の実在性を立証するのに非常に有効な監査手
続であり、それによって得られる監査証拠の証明力はあらゆる監査証拠のなかで一番強いものであ
る。しかし、その証明力は監査時点かつ監査範囲内における監査対象の存在を示すに過ぎない。た
とえば、監査人が金庫内の現金を実査し、実査金額と現金出納帳の残高とが一致した場合、監査人
は当該現金の実在性に関して相当の心証を得るであろう。しかし、それでもこの場合監査人が得る
相当の心証は、実査時点（監査時点）において金庫内（監査範囲）に現金が存在したという実在性
であり、当該現金の全部が会社の所有に属するという会社の所有権、あるいは、会社の所有に属す
る現金が金庫以外の場所にないかどうかという実査対象の網羅性までは検証できないのである。た
な卸資産について行われる立会や、売掛金等について行われる確認も同様に、それによって立証で
きるのは監査時点かつ監査範囲内における実在性が中心である。
　したがって、監査人としては、現金の所有権や網羅性は別途検証しなければならないが、その検
証は容易ではない。そこで監査人は、当該会社の所有権や網羅性を直接的に検証することの代替手
続としてTOTを行う。つまり、監査人は、現金の所有権や網羅性に疑義がある取引が行われてい
るか否かについて自らの心証を得るためにここでTOTを行うのであり、いわば間接的な立証であ
る。このTOTは、期中に行われるTOTと同様に期中の取引記録を監査対象とし、またその方法
も期中に行われるTOTと同じであるが、期中のTOTとは異なって、あくまでも期末の勘定残高
に不当なまたは不正な取引がないかどうかを確かめるために、期末日前後の一定期間の取引に限定
して財務諸表項目の監査の一環として実施されるものである。監査手続としては、期中に行われる
TOTと同様に証懸突合や帳簿突合等の一般監査手続が用いられる。
　実査と財務諸表項目の監査の一環として行われるTOTとの関係は【図表2】のように示される。
10）個別監査手続において監査人が検証するのは、現金、預金、受取手形を除き、有価証券、棚卸資産、ゴルフ
　やスポーツクラブ等の会員権などの数量である。有価証券（株式）の実査がわかりやすいのでこれを例にとっ
　て説明すると、株式の実査において監査人が検証するのは銘柄ごとの株式数である。例えば、監査人がA株式
　を実査しようとするのであれば、A株式の株券を1株券、10株券、100株券……等々に分け、それぞれの株券ご
　とにその枚数をカウントし、これに記載された株式数を乗じて数量を計算する。そして最終的にA株式の合
　計株式数を計算する。この作業をB株式、C株式……等々すべての所有株式について行う。その結果、所有す
　るすべての株式数が銘柄ごとに計算される。計算された銘柄ごとの株式数に乗じる期末残高の単価は、会社が
　当該株式について採用している払出方法によって異なる。例えばA株式には総平均法を採用しているとか、B
　株式には移動平均法を採用しているというように、会社が採用している払出方法によって期末残高の単価が異
　なる。つまり、単価の検証は銘柄ごとの払出方法の検証でもある。このため、これは銘柄ごとの受払表という
　帳簿の検証となり、実査の際ではなく期末の財務諸表項目の監査のときに行う。なお、現金、預金、受取手形
　は数量と金額とが不可分であるため、実査は金額のカウントにもなる。以上、長吉他〔2011〕pp．100－101を参
　照されたい。
　　個別監査手続において監査人は数量を検証し、後日その単価をする検証というのは、棚卸資産の立会や確認、
　有価証券の確認についても同様である。
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【図表2】実査と財務諸表項目の監査の一環として行われるTOTとの関係
　　　　　　　　　　　　　　　期末日
　　　　　　　　　　　　　　　　実査
出所：長吉他〔2011〕p．102
2，会計上の見積りの監査における監査証拠
　今日の財務諸表には経営者による見積りの要素が多くふくまれている（企業会計審議会〔2002〕
三1．（5））。経営者による見積りは、「財務諸表に含まれる金額が、将来事象の結果に依存するため
に確定できない場合又は既に発生している事象に関する情報を適時にあるいは経済的に入手できな
いために確定できない場合に、会計上の見積りが必要となり、当該金額は概算により計上される。」
（監査基準委員会〔2002c〕3項）。つまり、財務諸表に概算で計上されるのである。この場合、監査
人が監査証拠を入手するために行う監査手続は次のように示されている。
【図表3】会計上の見積りの合理性を確かめるための監査手続
9　監査人は、会計上の見積りが合理的であるか否かを判断するために、会計上の見積りに関
する監査リスク、金額的重要性、監査の効率性等を考慮して、次の監査手続を選択し、実施
する。会計上の見積りが合理的であるか否かの判断は、入手した他の監査証拠との整合性に
ついても考慮して行う必要があることに留意する。
　　（1）経営者が行った会計上の見積りの方法を次の手続により検討する。
　　　　・仮定の適切性、情報の適切性及び計算の正確性を検討する。
　　　　・実施可能な場合、過年度の見積りと実績とを比較する。
　　　　・会社の承認手続を検討する。
　　　　監査人は、検討すべき内容、実施の時期及び範囲を、計算の複雑性、会社が用いた手
　　　続についての監査人の評価、財務諸表における当該見積りの重要性等を勘案し決定する。
　　　　なお、上記の監査手続を実施した結果、会計上の見積りが合理的でないと判断した場
　　　合には、次の（2）の手続を実施する必要があることに留意する。
　　（2）監査人が独自の会計上の見積りを行う。
　　　　実施可能な場合、必要に応じ監査人自らが見積りを実施し、経営者が行った見積りと
　　　比較してその差異の内容を検討する。
　　（3）決算日後の取引及び事象を検討する。
　　　　決算日後の取引及び事象を検討し、確定額又は確度の高い情報を利用して経営者が
　　　行った見積りと比較してその差異の内容を検討する。
出所：監査基準委員会〔2002c〕9項
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　監査基準委員会〔2002c〕9項が示しているこのような会計上の見積りの合理性を確かめるための
監査手続は、会計記録の存否、当否等を直接的に立証する証拠の追及ではなく、会計上の見積りを
算定するための計算プロセスの合理性の追及である。たとえば、【図表3】の9．（1）は、経営者が
設定した仮定や入手した情報の適切性の検証であり、したがってこれをまとめて経営者が行った計
算プロセスの妥当性の追及ということができる。（2）は、経営者が行った計算プロセスの妥当性の
追及に代えて、監査人が独自の計算プロセスを設定し、これによって経営者が計上した見積り金額
の合理性を追及するものである。また、（3）は、決算日後の取引および事象の検討であり、事後的な
フオローアップである。
　このように、会計上の見積りの適正性の監査は、仮定や情報の適切性をふくめた計算プロセスの
妥当性の検証である点に大きな特徴がある。これは、会計上の見積りが概算計上であることに由来
するものである。
　一方、前述した財務諸表項目の確定計上科目については、監査人は、監査要点に適合した十分か
つ適切な監査証拠の入手が求められている。そこで求められている監査証拠は、財務諸表に計上さ
れた財務数値がGAAPへ準拠しているかどうかを立証するための資料であって、【図表3】9．（1）
や（2）で示されている計算プロセスの妥当性の検証のための資料ではない。
　以上の監査証拠の性格の相違は、財務諸表項目の確定計上と概算計上の監査という監査対象自体
の相違から生じているものである。
　こうしたことから、計算プロセスの妥当性の追及によって得られた監査証拠が、監査基準・第三
実施基準一3が監査人に指示している十分かつ適切な監査証拠といい得るものかどうか疑問の残る
ところである。
3．取引記録の監査における監査証拠
（1）取引記録の監査の特徴
　取引記録の監査の特徴は次の点にある。
　　●被監査会社の内部統制の運用状況が、設計したとおりに有効に機能しているかどうかについ
　　　て検証すること。
　　●被監査会社の取引と事象に関する取引記録が、GAAPに準拠して適時かつ適切に会計処理さ
　　　れているかどうかについて検証すること。
　取引記録の監査は、この2点について個々の会計伝票を監査対象として検証するものであり、ま
とめていうと会計システムの妥当性の検証11）ということができる。このため、取引記録の監査の監
査要点は、取引記録の発生、網羅性、正確性、正当性、合理性、期間帰属の適切性、分類の妥当性
などとなる。
　監査人は、取引記録の監査において、母集団である膨大な会計データからサンプルとしてのごく
少量の検証データを抽出して、サンプルが上記の監査要点に適合しているかどうかについて検証す
11）1年に一度しか往査しないような事業所の監査でも、その往査時に現金実査を行うことがある。この場合の
　現金実査の目的は現金の実在性の検証ではなく、そのときの監査対象期間に係る現金の取引記録の信頼性の検
　証である。
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る。サンプルが監査要点に適合していれば、被監査会社の内部統制の運用状況は設計したとおりに
有効に機能し、かつ、GAAPに準拠して適時かつ適切に会計処理されていると推定することができ
る。この場合、被監査会社の会計システムは妥当であると判断される。
　もし、サンプルの一部に監査要点への適合性に不備が発見された場合には、被監査会社の内部統
制の運用状況に欠陥があると考えられる。監査人はこの欠陥を一過性のものか構造的なものなのか
を慎重に判断し、構造的なものであれば徹底的にその発生原因を究明しなければならない。その理
由は、被監査会社の取引記録は1年間の事業年度内で大量に発生するが、これらは分類、集計、整
理されて該当する勘定の期末残高を構成することになる。このためサンプルにふくまれる不備が非
常に小さなものであっても、これが内部統制や会計システムの運用状況の欠陥を通じて母集団のな
かで大量に発生すれば、期末残高に大きく影響することになるからである。
　こうしたことから、取引記録の監査においては、監査要点に対する不備があった場合に、その発
生原因を徹底的に究明しなければならない。このため、取引記録の監査の特徴として、サンプルが
有する監査要点への不備については重要性をまったく考慮してはならない。つまり、サンプルに監
査要点への不備が発見された場合、重要性をまったく考慮せずに、仮にそれが小額であったとして
も必ずその原因を究明しなければならないのである。とくに、コンピュータ・プログラムに欠陥が
あり、これがサンプルの不備に関連していると思われる場合には、その欠陥は一定の条件のもとに
おいては必ず発生することになるので、被監査会社に強く改善を申し入れなければならない。
（2）内部統制の有効性の検討
　以上のような特徴をもつ取引記録の監査の目的は、監査人が、財務諸表項目の監査に際して実施
する監査手続の種類、その実施時期、および実施範囲を決定するために、取引記録の信頼性に関す
る心証を得る目的で実施する監査であって、それ自体が独自で財務諸表項目の適正性を検証する監
査ではない。取引記録の監査においても監査証拠を入手して会計記録の適正性を検証するが、その
目的は被監査会社の個々の会計処理の適正性の検証を通じて、内部統制の有効性を検討し、財務諸
表項目の監査に際して実施する監査手続の種類、その実施時期、および実施範囲を決定するためで
ある。つまり、取引記録の監査の目的は、個々の会計処理の妥当性の検証により内部統制の有効性
を検討し、その結果により、財務諸表項目の監査における監査資源の投入量を決定すること、した
がって財務諸表項目の監査における具体的な監査計画の策定に資するためである。その意味で、こ
の段階の監査における監査証拠の入手・評価は、内部統制の有効性評価のための一過程に過ぎない
ものと考えることができる。
　こうしたことから、財務諸表項目の監査における監査証拠の入手目的と取引記録の監査における
監査証拠の入手目的とはまったく異なっている。
第5節　むすび
　以上、監査証拠の意義ないしは性格について、財務諸表項目の監査において求められる監査証拠、
会計上の見積りの監査において求められる監査証拠、そして取引記録の監査において求められる監
査証拠という3つの監査局面から考察してきた。
　その結果、財務諸表項目の監査において求められる監査証拠は、財務諸表項目の確定計上を前提
とした場合の監査証拠であり、監査人は財務諸表を構成する各財務諸表項目がどの程度GAAPへ
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準拠しているかを直接的に立証する監査証拠を入手して、当該財務諸表項目を立証すればよい。そ
れには、まず、当該財務諸表項目の実在性を立証する実査、立会、確認という個別監査手続が適用
される。ただ、個別監査手続には適用対象が存在していなければならないという限界があることか
ら、それらの適用範囲は限定される。そこで監査人は、個別監査手続を補強する意味でTOTを行
う。このTOTは、期末日前後の一定期間の取引に不当なまたは不正な取引がないかどうかを確か
める目的で行われるもので、監査手続としては証慧突合や帳簿突合等の一般監査手続が用いられる。
　2番目は、経営者によって概算計上された会計上の見積りの場合の監査証拠である。ここで求め
られる監査証拠は、会計記録の存否、当否等を直接的に立証する証拠ではなく、経営者が行った計
算プロセスの妥当性の追及ないしは監査人による独自の計算プロセスの設定による見積り過程の合
理性の追及である。つまり、上記の財務諸表項目の確定計上の場合の監査証拠とは全く異なる監査
証拠である。このことから、仮に計算プロセスの妥当性が立証されたとしても、それが監査基準が
いう十分かつ適切な監査証拠となるのかどうか疑問が残るものである。
　3番目は、取引記録の監査において求められる監査証拠である。この監査証拠は、監査人が被監
査会社の個々の会計処理の適正性の検証を通じて、内部統制の有効性を検討するために入手するも
のである。これは、取引記録の監査の目的自体が、財務諸表項目の監査に際して実施する監査手続
の種類、その実施時期、および実施範囲を決定するためであるという理由に基づいている。つまり、
取引記録の監査の目的は、個々の会計処理の妥当性の検証の結果から内部統制の有効性を検討し、
それに応じて、財務諸表項目の監査における監査資源の投入量を決定し、したがって財務諸表項目
の監査における具体的な監査計画の策定に資するためである。その意味で、この段階の監査におけ
る監査証拠の入手は、内部統制の有効性評価のための一過程に過ぎないものである。
　こうしたことから、財務諸表項目の監査における監査証拠の入手目的と取引記録の監査における
監査証拠の入手目的とはまったく異なっている。
　以上検討したように、監査証拠と簡単にはいえ、そこには3つの監査局面に対応した三面性があ
る。監査人は、自らが現に行っている監査がどういう局面にある監査であるのかをよく踏まえたう
えで、監査証拠のもつ三面性を理解して監査を適切に実施する必要がある。
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